
















 

 

研究開発課題名 ナノテクノロジーを活用したプラス

チックの研究開発 

担当課 
（課長名）

技術安全課 

（課長：田村義正） 

研究開発の概要 環境問題は依然として深刻であり、循環型社会の構築の観点から環境負荷の小さ
い交通体系が求められている。船や鉄道に関しては、成型が簡単でコストが安い
という理由から、鉄道車両の内装材やプレジャーボートの構造材に幅広く使われ
ているプラスチックの廃材処理が問題となっている。特に FRP（繊維強化プラス
チック）船の処理方法は埋立て及び焼却であり、適正な廃船処理がなされず不法
投棄されているといった問題も顕在化している。 
 これらの課題を解決すべく、船、鉄道の廃材処理問題に対応するための自然分

解性を有する新たな船体、車両の開発を行う。 
【研究期間：平成 17 年度～20 年度 研究費総額 約 1億円】 

研究開発の目的  船体、車両に使用される材料について、最新のナノ技術を活用して、難燃性を確
保しつつ、自然分解性を有するプラスチックの研究開発を行うことにより、船、
鉄道における二酸化炭素、窒素酸化物排出量の削減及び廃材処理問題に対応する
ことを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

廃材処理問題等の環境問題が深刻化している中、運輸分野においても環境負荷の

小さい交通体系の構築を目指した対策がなされている。本研究はそういった問題

への対応等に大きく寄与し、社会的・経済的意義は高い。またナノテクノロジー

はナノレベルの材料技術により必要とする物性、機能の付加を可能とする革新的

技術であり、基盤技術の確立により民間レベルでの研究開発が加速され、迅速な

課題の解決につながる。 

【効率性】 

技術的な課題は多いが、基礎データの取得、材料作製、材料特性評価の各項目を

フィードバックさせながら研究を進めることにより、期間内での目標達成が可能

と考えられる。また、関連技術に高い実績を有する産業の諸機関と連携して進め

ることとしており、製造技術や実用化につながる成果が期待され、実施体制とし

ては妥当である。 

【有効性】 

本研究の結果は、生分解性を有する船体、車両の開発を図るものであり、持続可

能な循環型社会の構築に寄与することから、社会・経済への貢献は大きい。 

外部評価の結果 研究計画の達成状況については、平成 17 年度目標である「分離・合成によるナ

ノ繊維粒子の研究開発」が計画通り成果をあげており、今後予定している「プラ

スチック中へのナノ繊維粒子の均一な分散とナノ複合プラスチックへの鞆性付与

についての研究開発」も計画が適切に設定されており、達成の見込みが十分にあ

ると認められる。 

 研究の進め方については、研究開発手順の手法、研究実施体制（研究者数・所

内および他機関との連携とその役割分担）において優れており、予算や設備の使

用といった資源使用の点について適切であると認められる。 

 研究開発の成果については、これまでに得られた研究成果の発表や新たな知的

財産（特許権、著作権等）を創出するための取り組みについて、十分に行われて

いることが認められる。 
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